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(57)【要約】
　本発明の実施例は、パワーアンプ電圧調整方法及び装
置を開示する。前記方法はマルチモード基地局に適用さ
れ、送信信号の平均電力及びピーク対平均電力比を取得
することと、前記平均電力及びピーク対平均電力比に基
づいて、前記送信信号のピーク電力を取得することと、
前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づ
いて、前記パワーアンプの作動電圧を調整することと、
を含む。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　マルチモード基地局に適用されるパワーアンプ電圧調整方法であって、
　送信信号の平均電力及びピーク対平均電力比を取得するステップと、
　前記平均電力及びピーク対平均電力比に基づいて、前記送信信号のピーク電力を取得す
るステップと、
　前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて、前記パワーアンプの作動
電圧を調整するステップと、を含むパワーアンプ電圧調整方法。
【請求項２】
　前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて、前記パワーアンプの作動
電圧を調整するステップは、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最大電力よ
りも大きい場合、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワー
アンプの目標作動電圧を取得し、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電
圧を高めることと、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最小電力よ
りも小さい場合、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワー
アンプの目標作動電圧を取得し、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電
圧を低めることと、を含む請求項１に記載のパワーアンプ電圧調整方法。
【請求項３】
　前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワーアンプの目標作
動電圧を取得するステップは、
　前記ピーク電力、予め設定されたパワーアンプ飽和電力と作動電圧との対応関係表に基
づいて、前記目標作動電圧を取得することを含む請求項２に記載のパワーアンプ電圧調整
方法。
【請求項４】
　前記対応関係表は、多周波数点でのパワーアンプ飽和電力と作動電圧との対応関係表を
含み、
　前記ピーク電力、予め設定されたパワーアンプ飽和電力と作動電圧との対応関係表に基
づいて、前記目標作動電圧を取得するステップは、
　送信信号の実際送信周波数点が対応関係表に存在する場合、直接、前記ピーク電力に基
づいて、前記対応関係表から対応する目標作動電圧を取得することと、
　送信信号の実際送信周波数点が前記対応関係表に存在しない場合、前記実際送信周波数
点が前記対応関係表におけるどの２つの周波数点の間にあるかを確定することと、
　前記２つの周波数点での対応する飽和電力に対して線形補間処理を行って、実際送信周
波数点での飽和電力と作動電圧との対応関係表を取得することと、
　前記ピーク電力、前記実際送信周波数点での飽和電力と作動電圧との対応関係表に基づ
いて、前記目標作動電圧を取得することと、を含む請求項３に記載のパワーアンプ電圧調
整方法。
【請求項５】
　前記送信信号の平均電力を取得するステップは、
　バックグラウンドで設定された前記送信信号の平均電力を取得すること、又は
　送信信号に対して電力検出を行って、送信信号の平均電力を取得すること、を含む請求
項２～４のいずれか１項に記載のパワーアンプ電圧調整方法。
【請求項６】
　前記送信信号に対して電力検出を行って、送信信号の平均電力を取得するステップは、
　予め設定された周期に基づいて、送信信号に対して電力検出を行って、送信信号の平均
電力を取得することを含み、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最小電力よ
りも小さい場合、ピーク電力及びパワーアンプの飽和電力に基づいて目標作動電圧を取得
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する前に、
　前記ピーク電力が前記最小電力よりも小さい現在回数が、予め設定された閾値以上であ
るかどうかを判断し、以上であると、ピーク電力及びパワーアンプの飽和電力に基づいて
目標作動電圧を取得することを更に含む請求項５に記載のパワーアンプ電圧調整方法。
【請求項７】
　目標作動電圧を取得し、及び前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電圧
を高める又は低める前に、
　前記目標作動電圧に対応する飽和電力以下であるように、前記送信信号のピーク電力を
調整することを更に含む請求項２に記載のパワーアンプ電圧調整方法。
【請求項８】
　前記送信信号のピーク電力を調整するステップは、
　定格電力に対応する第１ピーククリッピング閾値、定格電力に対応する飽和電力、及び
前記目標作動電圧に対応する飽和電力に基づいて、パワーアンプの電圧調整後の第２ピー
ククリッピング閾値を算出することと、
　前記送信信号のピーククリッピング閾値を前記第２ピーククリッピング閾値に調整する
ことにより、前記送信信号のピーク電力を調整することと、を含む請求項７に記載のパワ
ーアンプ電圧調整方法。
【請求項９】
　前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電圧を高める又は低める前に、
　前記パワーアンプのゲイン変化量を取得することと、
　無線周波数処理過程において前記送信信号に対して行ったゲイン補償の量を前記ゲイン
変化量に調整することと、を更に含む請求項２、３、７のいずれか１項に記載のパワーア
ンプ電圧調整方法。
【請求項１０】
　前記パワーアンプのゲイン変化量を取得するステップは、
　前記目標作動電圧、予め設定された作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係
表に基づいて、前記パワーアンプのゲイン変化量を取得することを含む請求項９に記載の
パワーアンプ電圧調整方法。
【請求項１１】
　前記予め設定された作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係表は、多周波数
点での作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係表を含み、
　前記目標作動電圧、予め設定された作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係
表に基づいて、前記パワーアンプのゲイン変化量を取得するステップは、
　送信信号の実際送信周波数点が前記対応関係表に存在しない場合、前記実際送信周波数
点が対応関係表におけるどの２つの周波数点の間にあるかを確定することと、
　前記２つの周波数点での対応するゲイン変化量に対して線形補間処理を行って、実際送
信周波数点での作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係表を取得することと、
　前記目標作動電圧、前記実際送信周波数点での作動電圧とパワーアンプゲイン変化量と
の対応関係表に基づいて、前記パワーアンプのゲイン変化量を取得することと、を含む請
求項１０に記載のパワーアンプ電圧調整方法。
【請求項１２】
　マルチモード基地局に適用されるパワーアンプ電圧調整装置であって、第１取得モジュ
ール、第２取得モジュール及び電圧調整モジュールを備え、
　前記第１取得モジュールは、送信信号の平均電力及びピーク対平均電力比を取得するよ
うに設定され、
　前記第２取得モジュールは、前記平均電力及びピーク対平均電力比に基づいて、前記送
信信号のピーク電力を取得するように設定され、
　前記電圧調整モジュールは、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づい
て、前記パワーアンプの作動電圧を調整するように設定されるパワーアンプ電圧調整装置
。
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【請求項１３】
　前記電圧調整モジュールは、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最大電力よ
りも大きい場合、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワー
アンプの目標作動電圧を取得し、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電
圧を高め、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最小電力よ
りも小さい場合、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワー
アンプの目標作動電圧を取得し、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電
圧を低めるように設定される請求項１２に記載のパワーアンプ電圧調整装置。
【請求項１４】
　前記電圧調整モジュールが前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて
前記パワーアンプの目標作動電圧を取得することは、
　前記電圧調整モジュールが前記ピーク電力、予め設定されたパワーアンプ飽和電力と作
動電圧との対応関係表に基づいて、前記目標作動電圧を取得することを指す請求項１３に
記載のパワーアンプ電圧調整装置。
【請求項１５】
　電力調整モジュールを更に備え、
　前記電力調整モジュールは、前記電圧調整モジュールが目標作動電圧を取得し、及び前
記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電圧を高める前に、前記目標作動電圧
に対応する飽和電力以下であるように、前記送信信号のピーク電力を調整するように設定
される請求項１３又は１４に記載のパワーアンプ電圧調整装置。
【請求項１６】
　ゲイン調整モジュールを更に備え、
　前記ゲイン調整モジュールは、前記電圧調整モジュールが前記目標作動電圧に基づいて
前記パワーアンプの作動電圧を高める又は低める前に、前記パワーアンプのゲイン変化量
を取得し、無線周波数処理過程において前記送信信号に対して行ったゲイン補償の量を前
記ゲイン変化量に調整するように設定される請求項１３又は１４に記載のパワーアンプ電
圧調整装置。
【請求項１７】
　前記ゲイン調整モジュールが前記パワーアンプのゲイン変化量を取得することは、
　前記ゲイン調整モジュールが、前記目標作動電圧、予め設定された作動電圧とパワーア
ンプゲイン変化量との対応関係表に基づいて、前記パワーアンプのゲイン変化量を取得す
ることを指す請求項１６に記載のパワーアンプ電圧調整装置。
【請求項１８】
　プログラム指令が記憶され、該プログラム指令が実行される場合、請求項１～１１のい
ずれか１項に記載の方法を実行できるコンピュータ読取可能な記憶媒体。　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は通信技術分野に関し、特にパワーアンプ電圧調整方法及び装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　データトラフィックの激増及びネットワーク規模の迅速な拡張に伴って、電子通信オペ
レーターの省エネの圧力は益々大きくなる。統計によると、レガシー基地局の単一局は年
あたりのパワー消費量が１.５万キロワット時程であり、従って、どのように基地局の作
動エネルギー消費を低減するかは、オペレーターの益々注目する課題になった。移動基地
局は移動通信ネットワークの最も主な組成部分として、エネルギー消費が９０％を占める
ため、移動基地局の省エネ設計は、移動ネットワークの省エネにおける最も重要で肝心な
要件となり、現在の移動基地局製品の技術進化と市場競争力の向上の重要な傾向である。
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【０００３】
　パワーアンプは移動基地局における大電力送信モジュールであり、８０Ｗ定格電力の基
地局において、パワーアンプの消費電力は基地局の総消費電力の８０％程を占めるため、
パワーアンプに対する省エネ設計は極めて重要である。移動基地局はベアラサービス及び
トラフィックが低い場合に送信電力が低く、この時パワーアンプ給電電圧を低いレベルに
調整することができるが、ベアラサービス及びトラフィックが高い場合に、パワーアンプ
送信電力の向上に伴って、給電電圧を高める必要がある。
【０００４】
　関連技術の移動基地局のパワーアンプの電圧調整技術では、一般的に平均電力を電圧シ
フトの判断基準とし、これは信号設定が一定であり、ピーク対平均電力比が不変である単
一の適用シーンに適用される。送信信号の設定が変化し、出力信号のピーク対平均電力比
が大きく変化する場合に、平均電力とパワーアンプ給電電圧との対応関係は変化し、給電
電圧がパワーアンプ出力電力の要求を満足しない場合に、出力無線周波数指標は深刻に悪
化し、送信機の異常作動を引き起こす可能性がある。
【０００５】
　また、幾つかの単一モードの無線製品に対するパワーアンプの電圧調整設計がある。例
えば、ＧＳＭ（Global System for Mobile Communication、グローバル移動通信システム
）製品は送信電力レベル又はアクティベーションされたキャリア数に基づいてパワーアン
プ給電電圧インデックスを行い、ＬＴＥ（Long Term Evolution、ロングタームエボリュ
ーション）製品はシンボル電力及びサービス統計量に基づいてパワーアンプの電圧調整設
計を行う。これらの方法は単一モードの無線基地局製品に用いられることができるが、マ
ルチモードのプラットホーム共有基地局製品に用いられることができない。
【０００６】
　従って、関連技術におけるパワーアンプの電圧調整技術は、単一モードの基地局のみに
適用されるがマルチモード基地局には適用されなく、且つパワーアンプに対する電圧調整
の後に送信機が正常に作動できない状況が存在する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の実施例は、パワーアンプ電圧調整方法及び装置を提供し、関連技術におけるパ
ワーアンプの電圧調整技術についてパワーアンプに対する電圧調整の後に送信機が正常に
作動できない状況が存在し、及びマルチモード基地局に適用されない課題を解決できる。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の実施例は、マルチモード基地局に適用されるパワーアンプ電圧調整の方法を提
供し、
　送信信号の平均電力及びピーク対平均電力比を取得するステップと、
　前記平均電力及びピーク対平均電力比に基づいて、前記送信信号のピーク電力を取得す
るステップと、
　前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて、前記パワーアンプの作動
電圧を調整するステップと、を含む。
【０００９】
　選択的に、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて、前記パワーア
ンプの作動電圧を調整するステップは、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最大電力よ
りも大きい場合、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワー
アンプの目標作動電圧を取得し、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電
圧を高めることと、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最小電力よ
りも小さい場合、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワー
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アンプの目標作動電圧を取得し、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電
圧を低めることと、を含む。
【００１０】
　選択的に、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワーアン
プの目標作動電圧を取得するステップは、
　前記ピーク電力、予め設定されたパワーアンプ飽和電力と作動電圧との対応関係表に基
づいて、前記目標作動電圧を取得することを含む。
【００１１】
　選択的に、前記対応関係表は、多周波数点でのパワーアンプ飽和電力と作動電圧との対
応関係表を含み、
　前記ピーク電力、予め設定されたパワーアンプ飽和電力と作動電圧との対応関係表に基
づいて、前記目標作動電圧を取得するステップは、
　送信信号の実際送信周波数点が対応関係表に存在する場合、直接、前記ピーク電力に基
づいて、前記対応関係表から対応する目標作動電圧を取得することと、
　送信信号の実際送信周波数点が前記対応関係表に存在しない場合、前記実際送信周波数
点が前記対応関係表におけるどの２つの周波数点の間にあるかを確定することと、
　前記２つの周波数点での対応する飽和電力に対して線形補間処理を行って、実際送信周
波数点での飽和電力と作動電圧との対応関係表を取得することと、
　前記ピーク電力、前記実際送信周波数点での飽和電力と作動電圧との対応関係表に基づ
いて、前記目標作動電圧を取得することと、を含む。
【００１２】
　選択的に、前記送信信号の平均電力を取得するステップは、
　バックグラウンドで設定された前記送信信号の平均電力を取得すること、又は
　送信信号に対して電力検出を行って、送信信号の平均電力を取得すること、を含む。
【００１３】
　選択的に、前記送信信号に対して電力検出を行って、送信信号の平均電力を取得するス
テップは、
　予め設定された周期に基づいて、送信信号に対して電力検出を行って、送信信号の平均
電力を取得することを含み、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最小電力よ
りも小さい場合、ピーク電力及びパワーアンプの飽和電力に基づいて目標作動電圧を取得
する前に、前記方法は、
　前記ピーク電力が前記最小電力よりも小さい現在回数が、予め設定された閾値以上であ
るかどうかを判断し、そうであると、ピーク電力及びパワーアンプの飽和電力に基づいて
目標作動電圧を取得することを更に含む。
【００１４】
　選択的に、目標作動電圧を取得し、及び前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプ
の作動電圧を高める又は低める前に、前記方法は、
　前記目標作動電圧に対応する飽和電力以下であるように、前記送信信号のピーク電力を
調整することを更に含む。
【００１５】
　選択的に、前記送信信号のピーク電力を調整するステップは、
　定格電力に対応する第１ピーククリッピング閾値、定格電力に対応する飽和電力、及び
前記目標作動電圧に対応する飽和電力に基づいて、パワーアンプの電圧調整後の第２ピー
ククリッピング閾値を算出することと、
　前記送信信号のピーククリッピング閾値を前記第２ピーククリッピング閾値に調整する
ことにより、前記送信信号のピーク電力を調整することと、を含む。
【００１６】
　選択的に、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電圧を高める又は低め
る前に、前記方法は、
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　前記パワーアンプのゲイン変化量を取得することと、
　無線周波数処理過程において前記送信信号に対して行ったゲイン補償の量を前記ゲイン
変化量に調整することと、を更に含む。
【００１７】
　選択的に、前記パワーアンプのゲイン変化量を取得するステップは、
　前記目標作動電圧、予め設定された作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係
表に基づいて、前記パワーアンプのゲイン変化量を取得することを含む。
【００１８】
　選択的に、前記予め設定された作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係表は
、多周波数点での作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係表を含み、
　前記目標作動電圧、予め設定された作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係
表に基づいて、前記パワーアンプのゲイン変化量を取得するステップは、
　送信信号の実際送信周波数点が前記対応関係表に存在しない場合、前記実際送信周波数
点が対応関係表におけるどの２つの周波数点の間にあるかを確定することと、
　前記２つの周波数点での対応するゲイン変化量に対して線形補間処理を行って、実際送
信周波数点での作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係表を取得することと、
　前記目標作動電圧、前記実際送信周波数点での作動電圧とパワーアンプゲイン変化量と
の対応関係表に基づいて、前記パワーアンプのゲイン変化量を取得することと、を含む。
【００１９】
　本発明の実施例は、マルチモード基地局に適用されるパワーアンプ電圧調整の装置を更
に提供し、第１取得モジュール、第２取得モジュール及び電圧調整モジュールを備え、
　前記第１取得モジュールは、送信信号の平均電力及びピーク対平均電力比を取得するよ
うに設定され、
　前記第２取得モジュールは、前記平均電力及びピーク対平均電力比に基づいて、前記送
信信号のピーク電力を取得するように設定され、
　前記電圧調整モジュールは、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づい
て、前記パワーアンプの作動電圧を調整するように設定される。
【００２０】
　選択的に、前記電圧調整モジュールは、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最大電力よ
りも大きい場合、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワー
アンプの目標作動電圧を取得し、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電
圧を高め、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最小電力よ
りも小さい場合、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワー
アンプの目標作動電圧を取得し、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電
圧を低めるように設定される。
【００２１】
　選択的に、前記電圧調整モジュールが前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力
に基づいて前記パワーアンプの目標作動電圧を取得することは、前記電圧調整モジュール
が前記ピーク電力、予め設定されたパワーアンプ飽和電力と作動電圧との対応関係表に基
づいて、前記目標作動電圧を取得することを指す。
【００２２】
　選択的に、前記装置は、電力調整モジュールを更に備え、
　前記電力調整モジュールは、前記電圧調整モジュールが目標作動電圧を取得し、及び前
記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電圧を高める前に、前記目標作動電圧
に対応する飽和電力以下であるように、前記送信信号のピーク電力を調整するように設定
される。
【００２３】
　選択的に、前記装置は、ゲイン調整モジュールを更に備え、
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　前記ゲイン調整モジュールは、前記電圧調整モジュールが前記目標作動電圧に基づいて
前記パワーアンプの作動電圧を高める又は低める前に、前記パワーアンプのゲイン変化量
を取得し、無線周波数処理過程において前記送信信号に対して行ったゲイン補償の量を前
記ゲイン変化量に調整するように設定される。
【００２４】
　選択的に、前記ゲイン調整モジュールが前記パワーアンプのゲイン変化量を取得するこ
とは、前記ゲイン調整モジュールが前記目標作動電圧、予め設定された作動電圧とパワー
アンプゲイン変化量との対応関係表に基づいて、前記パワーアンプのゲイン変化量を取得
することを指す。
【００２５】
　本発明の実施例は、コンピュータ読取可能な記憶媒体を更に提供し、プログラム指令が
記憶され、該プログラム指令が実行される場合、上記方法を実行できる。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明の実施例は、パワーアンプ電圧調整の方法及び装置を提供し、マルチモード基地
局におけるパワーアンプの消費電力を効果的に低減することができる。本発明の実施例に
よるパワーアンプ電圧調整の方法は、マルチモード基地局に適用され、送信信号の平均電
力及びピーク対平均電力比を取得することと、前記平均電力及びピーク対平均電力比に基
づいて、前記送信信号のピーク電力を取得することと、前記ピーク電力及び前記パワーア
ンプの飽和電力に基づいて、前記パワーアンプの作動電圧を調整することと、を含む。本
発明の実施例によるパワーアンプ電圧調整の方法は、ピーク電力及びパワーアンプの飽和
電力に基づいてパワーアンプの電圧を調整することができ、これにより送信信号のピーク
電力はパワーアンプの飽和電力点と一致し、送信信号のピーク電力がどのように変化して
も、パワーアンプモジュールは終始に飽和点の近傍で作動する。パワーアンプモジュール
は終始に飽和点の近傍で作動するため、電圧調整後に送信機が正常に作動できない状況を
回避する。また、上記方法のステップから見ると、本発明の実施例による方法は、基地局
のモードタイプに制限されないため、マルチモード基地局に更に適用される。本発明の実
施例による電圧調整の方法では、低い送信電力の場合に低い電圧で給電し、高い送信電力
の場合に高い電圧で給電することを実現し、パワーアンプの消費電力を低減し、これによ
り基地局システム全体の効率を向上させて消費電力を低減する。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】図１は、本発明の実施例１によるパワーアンプ電圧調整方法のフロー模式図であ
る。
【図２】図２は、本発明の実施例２によるパワーアンプ電圧調整方法のフロー模式図であ
る。
【図３】図３は、本発明の実施例４によるパワーアンプ電圧調整の構造模式図である。
【図４】図４は、本発明の実施例４によるパワーアンプ調整のマスターコントロールのフ
ロー模式図である。
【図５】図５は、本発明の実施例４による電圧設定のフロー模式図である。
【図６】図６は、本発明の実施例４によるパワーアンプ電圧調整の初期化のフロー模式図
である。
【図７】図７は、本発明の実施例５による第１種類のパワーアンプ電圧調整装置の構造模
式図である。
【図８】図８は、本発明の実施例５による第２種類のパワーアンプ電圧調整装置の構造模
式図である。
【図９】図９は、本発明の実施例５による第３種類のパワーアンプ電圧調整装置の構造模
式図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
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　実施例１
　関連技術において電圧調整技術によってパワーアンプに対して電圧調整を行った後に送
信機が正常に作動できない及びマルチモード基地局に適用されない問題が存在することを
考慮すると、本実施例は、新しい電圧調整方法を提供し、ピーク電力の変化に基づいてパ
ワーアンプ作動電圧のアダプテーションを行い、これによりパワーアンプは飽和電力点に
作動し、パワーアンプの消費電力を効果的に低減する。図１に示すように、本実施例は、
マルチモード基地局に適用されるパワーアンプ電圧調整方法を提供し、下記ステップ１０
１～１０３を含む。
【００２９】
　ステップ１０１： 送信信号の平均電力及びピーク対平均電力比を取得する。
【００３０】
　該ステップにおいて、平均電力の取得とピーク対平均電力比の取得の２つの過程は順序
が任意であり、同時又は前後であってもよい。
【００３１】
　該ステップにおいて、送信信号の平均電力の取得は、下記２つの方式を含んでもよい。
【００３２】
　1、バックグラウンドで設定された前記送信信号の平均電力を取得する。
　ネットワーク管理バックグラウンドで設定された送信信号の電力は、一般的に送信信号
の平均電力であるため、設定データを、直接取得すれば、平均電力を取得することができ
る。
【００３３】
　2、送信信号に対して電力検出を行って、送信信号の平均電力を取得する。
　該方式は、リアルタイムに送信信号に対して電力検出を行って平均電力を取得すること
、例えば、リアルタイムに送信デジタル電力の変化を監視して検出することである。
【００３４】
　基地局の異なるモードに対応して、本実施例において平均電力の取る値も異なり、
　基地局のモードがＧＳＭ規格を含む場合、前記平均電力はＧＳＭ規格の最大タイムスロ
ット電力であり、ＧＳＭベースバンドデータがタイムスロットに応じてユーザに対応し、
最大のタイムスロット電力に応じてパワーアンプ電圧調整を行う必要があり、
　基地局のモードがＬＴＥ規格を含む場合、前記平均電力はＬＴＥ規格製品の最大シンボ
ル電力であり、ＬＴＥベースバンド信号がシンボルを時間の長さとし、参照シンボル電力
は一般的に比較的に高く、
　ＵＭＴＳとＣＤＭＡ規格の製品に対して、基地局システムの固有の送信電力ＴＳＳＩの
検出結果を使用すればよく、この時に検出した送信電力は平均電力である。
【００３５】
　本実施例において、送信信号のピーク対平均電力比を取得する過程は、
　送信信号のピーク対平均電力比が初期化の時にソフトウェアにより計算して得る必要が
あることを含み、ピーク対平均電力比はピークと平均値との比であり、その計算式は、
　PAR=20*lg(cfr_e_gate/power_e_abs ave)
であり、
　cfr_e_gateは、定格電力での対応するピーククリッピング閾値であり、power_e_abs av
eは、定格電力でのピーククリッピングの後の出力データの平均平方電力である。
【００３６】
　ステップ１０２： 前記平均電力及びピーク対平均電力比に基づいて、前記送信信号の
ピーク電力を取得する。
　該ステップにおいて、信号のピーク対平均電力比と平均電力との和を求めることにより
、送信信号のピーク電力を取得する。
【００３７】
　ステップ１０３： 前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて、前記
パワーアンプの作動電圧を調整する。
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【００３８】
　該ステップは、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最大電力よ
りも大きい場合、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワー
アンプの目標作動電圧を取得し、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電
圧を高め、即ちパワーアンプに対して電圧向上を行うことと、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最小電力よ
りも小さい場合、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワー
アンプの目標作動電圧を取得し、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電
圧を低め、即ちパワーアンプに対して電圧低減を行うことと、を含んでもよい。
【００３９】
　本実施例による方法は、ピーク電力及びパワーアンプの飽和電力に基づいてパワーアン
プの電圧を調整することができ、これにより送信信号のピーク電力はパワーアンプの飽和
電力点と一致し、送信信号のピーク電力がどのように変化しても、パワーアンプモジュー
ルは、終始、飽和点の近傍で作動する。パワーアンプモジュールは、終始、飽和点の近傍
で作動するため、電圧調整後に送信機が正常に作動できない状況を回避する。また、上記
方法のステップから見ると、本発明の実施例による方法は基地局のモードタイプに制限さ
れないため、マルチモード基地局に更に適用される。本実施例による電圧調整の方法では
、低い送信電力の場合に低い電圧で給電し、高い送信電力の場合に高い電圧で給電するこ
とを実現し、パワーアンプの消費電力を低減し、これにより基地局システム全体の効率を
向上させて消費電力を低減する。
【００４０】
　本実施例において、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パ
ワーアンプの目標作動電圧を取得する過程は、
　前記ピーク電力、予め設定されたパワーアンプ飽和電力と作動電圧との対応関係表に基
づいて、前記目標作動電圧を取得することを含んでもよい。 
【００４１】
　本実施例による方法では、パワーアンプ飽和電力と作動電圧との対応関係表（以下、飽
和電力表と略称する）を予め記憶し、ピーク電力を取得した後、ピーク電力を利用して飽
和電力表においてマッチングして、対応の目標電圧を取得することができる。
【００４２】
　飽和電力表にピーク電力に等しい飽和電力が存在する場合、飽和電力に対応する作動電
圧を直接に取得し、該作動電圧は目標作動電圧、即ちパワーアンプが最終的に調整した後
の電圧であり、
　飽和電力表にピーク電力に等しい飽和電力が存在しない場合、まずピーク電力がどの２
つの飽和電力値の間にあるかを確定し、これらの２つの飽和電力値に対応する作動電圧を
取得し、最後に最大の作動電圧を目標作動電圧とする。
【００４３】
　本実施例において、飽和電力表は実際の測定により取得される必要があり、生産ライン
で各々のパワーアンプを測定してパワーアンプ個体に対して表を作成してもよく、実験室
で各型番のパワーアンプを測定して各型番に対して表を作成してもよい。各型番に対して
表を作成することにより生産フローの複雑性は減少するが、表の内容は完全に各パワーア
ンプに対応するものではなく、パワーアンプ自体には生産及び原材料により一定のロット
の離散性が存在し、表の作成の際に、測定して得られた電圧に対応する飽和電力に対して
一定のロールバック処理を行う必要があり、一般的に０.３ｄＢ～０.５ｄＢをロールバッ
クし、各パワーアンプがいずれも給電需要を満足できることを確保する。パワーアンプの
電圧シフトの間隔は電源モジュールの調整精度により確定され、一般的に１Ｖ又は２Ｖで
ある。
【００４４】
　一般的に、飽和電力表は多周波数点での飽和電力表であることが多く、各周波数点での
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飽和電力とパワーアンプ作動電圧との対応関係を記載している。基地局は、ネットワーク
における実際の適用の際に、送信中心周波数点が一般的に電圧調整表における既存の周波
数点に正確に対応しないため、実際の使用の際に飽和電力表に対して一定の処理を更に行
う必要がある。
　前記ピーク電力、予め設定されたパワーアンプ飽和電力と作動電圧との対応関係表に基
づいて、前記目標作動電圧を取得する過程は、
　送信信号の実際送信周波数点が前記対応関係表に存在しない場合、前記実際送信周波数
点が対応関係表におけるどの２つの周波数点の間にあるかを確定することと、
　前記２つの周波数点での対応する飽和電力に対して線形補間処理を行って、実際送信周
波数点での飽和電力と作動電圧との対応関係表を取得することと、
　前記ピーク電力、前記実際送信周波数点での飽和電力と作動電圧との対応関係表に基づ
いて、前記目標作動電圧を取得することと、を含む。
【００４５】
　送信信号の実際送信周波数点が対応関係表に存在する場合、直接、前記ピーク電力及び
前記対応関係表に基づいて対応する目標作動電圧を取得すればよく、飽和電力表を処理す
る必要がない。
【００４６】
　実施例２
　基地局がベアリングするユーザとサービスが増加する場合、送信電力は向上する。基地
局のカバレッジと性能への影響を回避するために、パワーアンプ作動電圧を迅速に高めて
パワーアンプの線形範囲を向上させる必要がある。従って、電圧の向上には迅速な応答が
必要であり、エンジニアリング応用においては早ければ早いほどよいが、実際のハンドオ
ーバ周波数は電源モジュールの技術制限に限られている。現在、業界の移動基地局用の電
源モジュールは百ミリ秒単位の電圧向上応答を実現できるため、一般的な送信電力の判断
周期は数百ミリ秒であり、送信電力に対応する電圧シフトが現在の電圧よりも高いことを
発見すれば、電圧向上操作を行う必要がある。
【００４７】
　基地局がベアリングするユーザとサービスが減少する場合、送信電力は低減する。この
時、基地局の効率の向上及びパワーアンプモジュールの静的消費電力の低減のために、パ
ワーアンプの線形範囲を低減することができ、パワーアンプモジュールの作動電圧を低減
する必要がある。電圧低減はリアルタイムに基地局のカバレッジに影響を与えないため、
臨界状況であるシフトにおける電圧調整のピンポン往復を回避するために、電圧低減操作
の判断周期を延長する必要があり、且つ判断条件を更に厳しくする必要がある。一般的に
、電圧低減判断と調整の周期は、若干分である。以下、電圧低減操作の場合に対して、本
実施例は、パワーアンプ電圧調整方法を提供し、下記ステップ２０１～２０４を含む。
【００４８】
　ステップ２０１： 予め設定された周期に基づいて、送信信号に対して電力検出を行っ
て、送信信号の平均電力を取得し、送信信号のピーク対平均電力比を算出する。
　予め設定された周期を２００ｍｓに設定してもよい。
【００４９】
　ステップ２０２： 平均電力及びピーク対平均電力比に基づいて、送信信号の現在ピー
ク電力を取得する。
【００５０】
　ステップ２０３： 前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力
範囲内の最小電力よりも小さい場合、前記ピーク電力が前記最小電力よりも小さい現在回
数が、予め設定された閾値以上であるかどうかを判断し、そうであると、ステップ２０４
を実行し、そうではないと、ステップ２０１に戻る。
【００５１】
　本実施例による方法では、ピーク電力が最小電力よりも小さい現在回数をカウンターで
記録し、即ち電圧低減操作の必要な回数を判定し、電圧低減操作が必要であることを毎回
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判定する場合、カウンターに１を加え、電圧低減操作ではないことを判定する場合、カウ
ンターをクリアする。つまり、電圧低減操作の必要な回数が予め設定された閾値よりも大
きいことを連続的に判定する場合でなければ、電圧低減操作を行うことができない。そう
ではないと、続いて電力を検出して判定を行う。
【００５２】
　例えば、電圧低減操作の必要な回数が６００回よりも大きいことを連続的に判定する場
合、電圧低減操作を行う。
【００５３】
　ステップ２０４： ピーク電力及びパワーアンプの飽和電力に基づいて目標作動電圧を
取得し、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電圧を低める。
【００５４】
　本実施例による方法では、平均電力がリアルタイムに検出したデジタル電力である場合
、パワーアンプに対して電圧低減操作を行う必要があることを連続的にｎ回判定すると、
電圧低減操作を行い、そうではないと、電圧低減操作を行わない。本実施例による方法で
は、電圧低減操作の判定時間を延長し、且つ判断条件を更に厳しくし、ある電圧シフト又
は電圧値における電圧調整のピンポン往復を回避する。
【００５５】
　本実施例において、目標作動電圧と現在作動電圧との差異が比較的大きい場合にのみ、
逐次調整の方式でパワーアンプ電圧を目標作動電圧に調整し、即ち複数のステップで調整
済みである。これにより、電圧の一回の調整済みによりパワーアンプ特性の変化が更に大
きくなり、送信信号の電力がパワーアンプゲインに伴って変化が更に大きくなり、サービ
スのアクセスを中断させ、パワーアンプのデジタルプリディストーション自己適応への影
響が更に大きくなり、無線周波数指標の適応調整周期が更に長くなる、等の問題を回避す
る。
【００５６】
　本実施例において、パワーアンプの作動電圧を複数のシフトに区分することができ、例
えば、パワーアンプ定格作動電圧を参考点として区分することができる。従って、目標作
動電圧を取得すると同時に、目標電圧シフトを取得することにも相当する。電圧調整の幅
が比較的に大きい場合、一回の調整に問題があると、複数のステップで調整済みを採用す
ることができ、例えば、３つのシフトの差があれば、３回で調整し、１回で１つのシフト
を調整することができる。
【００５７】
　実施例３
　サービスの正常伝送を確保するために、パワーアンプ電圧調整の過程において、パワー
アンプに入力するピーク電力は、目標ポテンシャルに対応する飽和電力以下でなければな
らない。従って、上記実施例１、２を基に、本実施例は、パワーアンプ電圧調整方法を提
供し、前記パワーアンプの作動電圧を調整する（高める又は低める）前に、前記目標作動
電圧に対応する飽和電力以下であるように、前記送信信号のピーク電力を調整することを
更に含んでもよい。目標作動電圧を取得した後、目標作動電圧に基づいて前記パワーアン
プの作動電圧を高める又は低める前に、前記目標作動電圧に対応する飽和電力以下である
ように、前記送信信号のピーク電力を調整することを更に含む。
【００５８】
　通常、数字フィールドのピーク電力はピーククリッピング閾値に対応するため、本実施
例では、ピーククリッピング閾値を調整することによりピーク電力を調整することができ
る。本実施例において、前記送信信号のピーク電力を調整するステップは、
　定格電力に対応する第１ピーククリッピング閾値、定格電力に対応する飽和電力、及び
前記目標作動電圧に対応する飽和電力に基づいて、パワーアンプの電圧調整後の第２ピー
ククリッピング閾値を算出することと、
　前記送信信号のピーククリッピング閾値を前記第２ピーククリッピング閾値に調整する
ことにより、前記送信信号のピーク電力を調整することと、を含む。
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【００５９】
　本実施例において、定格電力は、パワーアンプの所在する基地局の定格電力である。
【００６０】
パワーアンプ電圧調整後のピーククリッピング閾値は、入力された定格ピーククリッピン
グ閾値cfr_e_gate、定格電力に対応する飽和電力Ｐｅ、及び目標電圧に対応する飽和電力
Ｐ０を、比例に応じて計算することにより得られる。
【数１】

　ここでのＰｅとＰ０はいずれもパワーアンプ電圧調整表における飽和電力であり、前者
は定格電力に対応する飽和電力であり、後者は目標調整電圧に対応する飽和電力である。
これは、ピーク対平均電力比の評価計算において、ピーククリッピングの後のデジタル電
力を取ることとは異なっている。
【００６１】
　複数の送信チャネルが電源モジュールを共有する基地局製品に対して、複数の送信チャ
ネルのパワーアンプに対して同一の作動電圧を設定する必要があり、この時、最大目標出
力電力に応じて目標電圧を検索し、ピーククリッピング閾値は最大送信電力チャネルのＰ

ｅとＰ０に応じて計算されるが、定格電力のピーククリッピング閾値cfr_e_gateはチャネ
ルを区分する必要があるため、ピーククリッピング閾値はチャネルを分けて計算されて設
定される必要がある。
【００６２】
　パワーアンプ作動電圧の調整がパワーアンプの線形とゲインを変更することを考慮する
と、電圧調整過程において作動電圧を調整する前に、パワーアンプゲインの変化に応じて
、送信機の無線周波数処理においてパワーアンプゲインの変化に対して補償を行う必要が
ある。例えば、電圧調整過程において作動電圧を調整する前に、前記送信信号のピーク電
力を調整した後に、パワーアンプゲインの変化に応じて、送信機の無線周波数処理におい
てパワーアンプゲインの変化に対して補償を行う必要がある。
【００６３】
　本実施例による方法では、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電圧を
高める又は低める前に、前記送信信号のピーク電力を調整した後に、又は前記目標作動電
圧に基づいて前記パワーアンプの作動電圧を高める又は低める前に、
　前記パワーアンプのゲイン変化量を取得することと、
　無線周波数処理過程において前記送信信号に対して行ったゲイン補償の量を前記ゲイン
変化量に調整することと、を更に含む。
【００６４】
　本実施例におけるパワーアンプのゲイン変化量とは、パワーアンプの現在作動電圧に対
応するゲインと目標作動電圧に対応するゲインとの差を指す。
【００６５】
　パワーアンプ作動電圧が上昇すると、パワーアンプゲインは増大する。送信電力とベー
スバンドとの一致を確保するために、送信機の無線周波数ニューメリカルコントロール減
衰器において信号を減衰する必要があり、減衰量はパワーアンプゲインの増大量である。
【００６６】
　パワーアンプ作動電圧が低減すると、パワーアンプゲインは減少する。同様に、送信電
力とベースバンドとの一致を確保するために、送信機の無線周波数ニューメリカルコント
ロール減衰器において信号を増幅する必要があり、増幅量はパワーアンプゲインの減少量
である。
【００６７】
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　本実施例による方法において前記パワーアンプのゲイン変化量を取得する過程は、
　前記目標作動電圧、予め設定された作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係
表に基づいて、前記パワーアンプのゲイン変化量を取得することを含んでもよい。
【００６８】
　つまり、本実施例による方法では、パワーアンプに対して電圧調整を行った後、更に目
標作動電圧、及び作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係表（以下、パワーア
ンプゲイン表と略称する）に基づいてパワーアンプのゲイン変化量を取得する必要がある
。
【００６９】
　本実施例において、パワーアンプゲイン表は、パワーアンプ電圧シフトとパワーアンプ
ゲイン変化との対応関係であり、パワーアンプのゲインは、給電電圧の違いにより変化す
るものであり、ソフトウェアは、パワーアンプ電圧を調整した後、送信機リンクにおいて
パワーアンプゲインの変化を補償して、送信電力の実際の大きさがパワーアンプ電圧調整
により変化しないことを確保する必要がある。パワーアンプゲインサブリストは、ソフト
ウェアプログラムの自己適応検出により取得され、基地局完成機製品において標準ソース
信号を送信し、送信機のデジタルと無線周波数ゲインは一定であり、パワーアンプの電圧
シフトをトラバーサルし、各電圧シフトの出力電力を検出し、パワーアンプゲインの変化
量を取得する。
【００７０】
　同様に基地局がネットワークにおける実際の適用の際に、実際送信周波数点が一般的に
電圧調整表における既存の周波数点に正確に対応しないことを考慮すると、実際の使用の
際にパワーアンプゲイン表に対して一定の処理を更に行う必要がある。本実施例において
、前記作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係表は、多周波数点での作動電圧
とパワーアンプゲイン変化量との対応関係表を含み、
　前記目標作動電圧、予め設定された作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係
表に基づいて、前記パワーアンプのゲイン変化量を取得するステップは、
　送信信号の実際送信周波数点が前記対応関係表に存在しない場合、前記実際送信周波数
点が対応関係表におけるどの２つの周波数点の間にあるかを確定することと、
　これらの２つの周波数点での対応するゲイン変化量に対して線形補間処理を行って、実
際送信周波数点での作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係表を取得すること
と、
　前記目標作動電圧、前記実際送信周波数点での作動電圧とパワーアンプゲイン変化量と
の対応関係表に基づいて、前記パワーアンプのゲイン変化量を取得することと、を含む。
【００７１】
　本実施例による方法では、まず実際送信周波数点がパワーアンプゲイン表のどの２つの
周波数点の間にあるかを計算し、これらの２つの周波数点の補償ゲインを取ってそれぞれ
線形補間を行って、実際送信周波数点でのパワーアンプゲイン表を取得する。送信中心周
波数点とパワーアンプゲイン表の１つの周波数点がちょうど重なる場合、対応する周波数
点のゲイン変化量を、直接、取ってゲイン補償を行う。
【００７２】
　選択的に、本実施例において、パワーアンプゲイン表と上記実施例１に記載の飽和電力
表は同一の表に表示されてもよく、該表は、パワーアンプ電圧調整表と称され、下記表１
に示される。飽和電力と電圧シフトとの対応関係、パワーアンプゲインの変化による補償
ゲインと電圧シフトとの対応関係は、それぞれ検出して取得される必要がある。表１にお
いて、定格電圧でのパワーアンプゲインは基準値であるため、定格電圧に対応する補償ゲ
インはいずれも０ｄＢである。飽和電力、パワーアンプゲイン補償はいずれも周波数に対
して敏感であるため、送信バンド内の複数の周波数点を検出する必要がある。Ｆａは送信
周波数帯域の最低の周波数点であり、Ｆｂは送信周波数帯域の最高の周波数点であり、Ｆ
ａから、一定のステッピングΔ２で電圧調整表を検出して、異なる周波数点での異なる電
圧シフトに対応する飽和電力とゲイン変化を取得し、一般的な周波数ステッピングΔ２は
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１０ＭＨｚ～２０ＭＨｚであればよい。カットオフ周波数点Ｆｂは一般的にステッピング
値にないが、この周波数点は依然として検出される必要がある。
【００７３】
【表１】

【００７４】
　パワーアンプ電圧調整表は、パワーアンプのハードウェア属性を表し、パワーアンプモ
ジュールの生産ライン又は基地局完成機の生産ラインにおいて検出して取得し、パワーア
ンプ又は送信機の不揮発性メモリに書き込んで電圧調整に用いる必要がある。
【００７５】
　実施例４
　図３は、本実施例が上記実施例による方法を採用してパワーアンプ電圧調整を実現する
模式図であり、電圧調整マスターコントロールはベースバンド設定電力又は送信機の電力
検出に基づいて電圧調整判断を行い、パワーアンプ電圧調整表を検索して目標調整電圧と
補償ゲイン等を取得し、送信機リンクのピーククリッピング、無線周波数ゲイン及びパワ
ーアンプ作動電圧に対して調整及び制御を行う。
【００７６】
　本実施例において、電圧調整マスターコントロールは、パワーアンプに対して電圧調整
を行う前に、更に送信信号ピーククリッピングに対するピーククリッピング閾値を調整し
、無線周波数処理においてゲイン補償を行う必要がある。
【００７７】
　図３におけるパワーアンプ電圧調整表の定義は表１に示され、異なる周波数点での異な
る電圧シフトに対応する飽和電力とパワーアンプゲインの変化を表す。ここで、基地局製
品ハードウェアの状況に基づいて、まず一番左列の電圧シフトを制定する必要がある。パ
ワーアンプ定格作動電圧Ｖｅは定格送信電力に対応する作動電圧であり、パワーアンプハ
ードウェアにより決められ、電圧シフトステッピングΔ１は電源調整精度に基づいて確定
され、一般的に１Ｖ又は２Ｖに設定され、２Ｖを超えない。パワーアンプ作動電圧の変化
が２Ｖを超える場合、線形と飽和電力等の変化は相対的に大きくなる。
【００７８】
　以下、電圧調整マスターコントロールのフローを説明する。図４に示すように、電圧調
整をイネーブルした後、基地局の動作過程においてこのフローを利用してパワーアンプ作
動電圧を自己適応に調整し、移動基地局のエネルギー消費を低減して、ネットワーク全体
の動作効率を向上させ、下記ステップ４０１～４１１を含む。
【００７９】
　ステップ４０１： パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲と送信信号のピー
ク対平均電力比を取得する。
【００８０】
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　ステップ４０２： 予め設定された電圧調整のタイプが静的であるか動的であるかを判
断し、動的であると、ステップ４０３を実行し、静的であると、ステップ４０４を実行す
る。
　パワーアンプ電圧調整の根拠は、リアルタイムに検出される送信機のデジタル電力であ
ってもよく、この時、電圧調整の速度は比較的に速く、本実施例においては、動的電圧調
整と定義される。電圧調整の根拠は、ネットワーク管理バックグラウンドが、直接、送信
機に設定した送信電力値であってもよく、この設定電力の送信は比較的に少なく発生する
ものであり、本実施例においては、このような状況を静的電圧調整と定義する。
【００８１】
　ステップ４０３： 予め設定された周期に応じて送信信号に対して電力検出を行って、
送信信号の平均電力を取得する。
　例えば、２００ｍｓおきに送信機のデジタル電力を検出する。
【００８２】
　ステップ４０４： バックグラウンドで設定された送信信号の平均電力を読み取る。
【００８３】
　ステップ４０５： 前記ピーク対平均電力比及び平均電力に基づいて、送信信号のピー
ク電力を算出する。
　その中、加算によりピーク電力を取得する。
【００８４】
　ステップ４０６： ピーク電力と前記電力範囲とを比較し、電力範囲よりも小さいと、
ステップ４０６を実行し、電力範囲よりも大きいと、ステップ４１０を実行し、範囲内に
あると、ステップ４１１を実行する。
　その中、ピーク電力が電力範囲内の最小値よりも小さいと、電力範囲よりも小さく、電
力範囲内の最大値よりも大きいと、電力範囲よりも大きい。
【００８５】
　ステップ４０７： 予め設定された電圧調整のタイプが静的であるか動的であるかを再
び判断し、動的であると、ステップ４０７を実行し、静的であると、ステップ４０９を実
行する。
【００８６】
　ステップ４０８： 電圧低減カウンターに１を加える。
【００８７】
　ステップ４０９： 電圧低減カウンターの値が予め設定された閾値以上であるかどうか
を判断し、そうであると、ステップ４０９を実行し、そうではないと、ステップ４０３を
実行する。
【００８８】
　ステップ４１０： 電圧設定フロー（電圧上昇又は電圧低減）。
【００８９】
　ステップ４１１： 電圧低減カウンターをクリアし、ステップ４０３に戻る。
【００９０】
　図４に示すように、静的電圧調整モードで、バックグラウンドで設定された電力が現在
電圧に対応する電力範囲にないかどうかを一定時間ごとに判断し、範囲を超えると、直ち
に電圧上昇又は電圧低減フローを起動する。
【００９１】
　動的電圧調整モードで、送信デジタル電力が現在電圧シフトに対応する電力範囲よりも
高いことを検出すると、直ちに電圧上昇フローを起動して、電圧低減カウンターをクリア
する必要がある。送信デジタル電力が現在電圧シフトに対応する電力範囲よりも低いと、
電圧低減カウンターに１を加算し、現在電圧低減値が設定値に達するかどうかを判断し、
設定値に達すると電圧低減フローを起動し、電圧低減の後に電圧低減カウンターをクリア
する。図４の例示において、電圧低減カウンターの設定値は６００であり、２００ｍｓの
一定時間で２分に対応する。電圧上昇はできるだけ速い必要があり、これは移動基地局の
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ベアラサービスとカバーレージ範囲ができるだけ影響を受けないことを確保するためであ
る。電圧低減の際の応答は相対的に遥かに遅く、且つ判断条件が厳しく、これはある臨界
電力においてパワーアンプ作動電圧を繰り返して調整しないためである。一般的に、電力
判断の周期は１００～６００ｍｓであり、即ち電圧上昇操作の最速速度は１００～６００
ｍｓであり、電圧低減操作の速度はいずれも分単位であり、例示では２分である。
【００９２】
　以下、本実施例における電圧設定の過程を説明する。本実施例による方法では、電圧設
定フローに入った後、まず閉ループ電力制御とデジタルプリディストーション自己適応訓
練を停止し、それから目標電圧シフトに対応する最大電力に基づいてピーククリッピング
閾値を計算して設定する。図５に示すように、電圧設定をイネーブルした後、下記ステッ
プ５０１～５１０を含む。
【００９３】
　ステップ５０１： 閉ループ電力制御を停止する。
【００９４】
　ステップ５０２： デジタルプリディストーション訓練を停止する。
【００９５】
　ステップ５０３： ピーククリッピング閾値を計算して設定する。
【００９６】
　ステップ５０４： ピーク電力に基づいて電圧調整表を検索して目標電圧Ｖ０を取得す
る。
【００９７】
　ステップ５０５： Ｖｓ＝Ｖｐ＋Δ１＊ｓｉｇｎ(Ｖｏ－Ｖｐ)という式により電圧を計
算して設定し、Ｖｐは現在電圧である。
【００９８】
　ステップ５０６： Ｖｓに基づいて電圧調整表を検索してゲイン補償値Ｇｃを取得し、
Ｇｃを無線周波数ゲイン補償に設定する。
【００９９】
　ステップ５０７： 電源電圧をＶｓに設定し、この時Ｖｐ＝Ｖｓである。
【０１００】
　ステップ５０８： Ｖ０がＶｐに等しいかどうかを判断し、等しくないと、ステップ５
０３に戻り、等しいと、ステップ５０９を実行する。
【０１０１】
　ステップ５０９： デジタルプリディストーション訓練を起動する。
【０１０２】
　ステップ５１０： 閉ループ電力制御を起動する。
【０１０３】
　図５の記載により、電圧調整は電圧シフトのステッピング値に従って漸進して完成する
必要があり、一回の電圧調整が複数の電圧シフトに跨る場合、シフトごとに調整済みを行
う必要がある。
【０１０４】
　電圧シフトをハンドオーバして調整する際に、まずピーククリッピング閾値を計算して
設定し、それから無線周波数リンクのニューメリカルコントロール減衰器においてパワー
アンプゲインの変化を補償し、最後に電源電圧を設定する。
【０１０５】
　電源電圧を目標電圧シフトに設定した後、デジタルプリディストーション自己適応訓練
と閉ループ電力制御を起動する。
【０１０６】
　ここに至って、パワーアンプ自己適応電圧調整のフローは閉ループを１回完成し、次の
電力判断周期を待って目標電圧判断及び自己適応調整処理を行う。
【０１０７】
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　本実施例において、パワーアンプ電圧調整機能が起動された後に初期化の過程を有して
もよく、この初期化フローは、基地局における初期化設定の過程において行ってもよく、
初期化フローは、図６に示すように、ステップ６０１～６０３を含む。この初期化フロー
では、送信信号を、直接、操作しないため、どんな時にパワーアンプ電源電圧調整を起動
しても、基地局が行っているサービスを中断しない。パワーアンプ電圧調整が起動された
後、まずハードウェア判断を行う必要があり、関連のハードウェア情報、主に電源モジュ
ールの情報を取得し、電圧が調整可能であるかどうか及び調整可能な範囲、電源が独立し
てパワーアンプに給電するかどうかを判断し、同時にＥＳＣ（Electronic Speed Control
）アンテナ等に給電する場合に電圧調整可能な範囲を改めて判断する必要がある。電源電
圧が調整不可能であると、直接、パワーアンプ電圧調整を終了する。
　初期化フローの後は、電力電圧調整表の検査と処理であり、電圧調整表の有無を検査し
て、基地局の送信中心周波数点に従って線形補間の方法を採用して、電圧調整表を処理し
て、対応する送信周波数点の異なる電圧シフトでの飽和電力、補償ゲイン値を取得する。
【０１０８】
　最後は基準ＰＡＲの評価と計算である。
【０１０９】
　実施例５
　図７に示すように、本実施例は、マルチモード基地局に適用されるパワーアンプ電圧調
整装置を提供し、第１取得モジュール７０１、第２取得モジュール７０２及び電圧調整モ
ジュール７０３を備え、
　前記第１取得モジュール７０１は、送信信号の平均電力及びピーク対平均電力比を取得
するように設定され、
　前記第２取得モジュール７０２は、前記平均電力及びピーク対平均電力比に基づいて、
前記送信信号のピーク電力を取得するように設定され、
　前記電圧調整モジュール７０３は、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に
基づいて、前記パワーアンプの作動電圧を調整するように設定される。
【０１１０】
　選択的に、本実施例における前記電圧調整モジュール７０３は、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最大電力よ
りも大きい場合、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワー
アンプの目標作動電圧を取得し、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電
圧を高め、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最小電力よ
りも小さい場合、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワー
アンプの目標作動電圧を取得し、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電
圧を低めるように設定される。
【０１１１】
　選択的に、前記電圧調整モジュール７０３が前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽
和電力に基づいて前記パワーアンプの目標作動電圧を取得することは、前記電圧調整モジ
ュール７０３が前記ピーク電力、及び予め設定されたパワーアンプ飽和電力と作動電圧と
の対応関係表に基づいて、前記目標作動電圧を取得することを指す。
【０１１２】
　選択的に、図８に示すように、上記装置を基に、電力調整モジュール７０４を更に備え
てもよく、
　前記電力調整モジュール７０４は、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作
動電圧を高める前に、目標作動電圧を取得する前に、前記目標作動電圧に対応する飽和電
力以下であるように、前記送信信号のピーク電力を調整するように設定される。
【０１１３】
　選択的に、図９に示すように、上記装置を基に、ゲイン調整モジュール７０５を更に備
えてもよく、
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　前記ゲイン調整モジュール７０５は、前記パワーアンプの作動電圧を調整する前に、前
記パワーアンプのゲイン変化量を取得し、無線周波数処理過程において前記送信信号に対
して行ったゲイン補償の量を前記ゲイン変化量に調整するように設定される。
【０１１４】
　選択的に、前記ゲイン調整モジュール７０５が前記パワーアンプのゲイン変化量を取得
することは、前記ゲイン調整モジュール７０５が前記目標作動電圧、予め設定された作動
電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係表に基づいて、前記パワーアンプのゲイン
変化量を取得することを指す。
【０１１５】
　当業者が理解することができるように、上記方法における全部又は一部のステップは、
プログラムが関連のハードウェアに指令することにより完成することができ、上記プログ
ラムは、コンピュータ読取可能な記憶媒体、例えば読み出し専用メモリ、ディスク又は光
ディスクなどに記憶することができる。選択的に、上記実施例の全部又は一部のステップ
は、１つ又は複数の集積回路を採用して達成することもできる。対応的に、上記実施例に
おける各モジュール/ユニットは、ハードウェアの形式で達成してよく、ソフトウェア機
能モジュールの形式で達成してもよい。本発明の実施例は、いずれの特定形式のハードウ
ェアとソフトウェアの組合わせに限定されるものではない。
【産業上の利用可能性】
【０１１６】
　本発明の実施例によるパワーアンプ電圧調整の方法は、ピーク電力及びパワーアンプの
飽和電力に基づいてパワーアンプの電圧を調整することができ、これにより送信信号のピ
ーク電力はパワーアンプの飽和電力点と一致し、送信信号のピーク電力がどのように変化
しても、パワーアンプモジュールは、終始、飽和点の近傍で作動する。パワーアンプモジ
ュールが、終始、飽和点の近傍で作動するため、電圧調整後に送信機が正常に作動できな
い状況を回避する。また、本発明の実施例による方法は、基地局のモードタイプに制限さ
れないため、マルチモード基地局に更に適用される。本発明の実施例による電圧調整の方
法では、低い送信電力の場合に低い電圧で給電し、高い送信電力の場合に高い電圧で給電
することを実現し、パワーアンプの消費電力を低減し、これにより基地局システム全体の
効率を向上させて消費電力を低減する。
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【手続補正書】
【提出日】平成29年5月19日(2017.5.19)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　マルチモード基地局に適用されるパワーアンプ電圧調整方法であって、
　送信信号の平均電力及びピーク対平均電力比を取得するステップと、
　前記平均電力及びピーク対平均電力比に基づいて、前記送信信号のピーク電力を取得す
るステップと、
　前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて、前記パワーアンプの作動
電圧を調整するステップと、を含むパワーアンプ電圧調整方法。
【請求項２】
　前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて、前記パワーアンプの作動
電圧を調整するステップは、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最大電力よ
りも大きい場合、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワー
アンプの目標作動電圧を取得し、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電
圧を高めることと、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最小電力よ
りも小さい場合、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワー
アンプの目標作動電圧を取得し、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電
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圧を低めることと、を含む請求項１に記載のパワーアンプ電圧調整方法。
【請求項３】
　前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワーアンプの目標作
動電圧を取得するステップは、
　前記ピーク電力、予め設定されたパワーアンプ飽和電力と作動電圧との対応関係表に基
づいて、前記目標作動電圧を取得することを含む請求項２に記載のパワーアンプ電圧調整
方法。
【請求項４】
　前記対応関係表は、多周波数点でのパワーアンプ飽和電力と作動電圧との対応関係表を
含み、
　前記ピーク電力、予め設定されたパワーアンプ飽和電力と作動電圧との対応関係表に基
づいて、前記目標作動電圧を取得するステップは、
　送信信号の実際送信周波数点が対応関係表に存在する場合、直接、前記ピーク電力に基
づいて、前記対応関係表から対応する目標作動電圧を取得することと、
　送信信号の実際送信周波数点が前記対応関係表に存在しない場合、前記実際送信周波数
点が前記対応関係表におけるどの２つの周波数点の間にあるかを確定することと、
　前記２つの周波数点での対応する飽和電力に対して線形補間処理を行って、実際送信周
波数点での飽和電力と作動電圧との対応関係表を取得することと、
　前記ピーク電力、前記実際送信周波数点での飽和電力と作動電圧との対応関係表に基づ
いて、前記目標作動電圧を取得することと、を含む請求項３に記載のパワーアンプ電圧調
整方法。
【請求項５】
　前記送信信号の平均電力を取得するステップは、
　バックグラウンドで設定された前記送信信号の平均電力を取得すること、又は
　送信信号に対して電力検出を行って、送信信号の平均電力を取得すること、を含み、
　前記送信信号に対して電力検出を行って、送信信号の平均電力を取得するステップは、
　予め設定された周期に基づいて、送信信号に対して電力検出を行って、送信信号の平均
電力を取得することを含み、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最小電力よ
りも小さい場合、ピーク電力及びパワーアンプの飽和電力に基づいて目標作動電圧を取得
する前に、
　前記ピーク電力が前記最小電力よりも小さい現在回数が、予め設定された閾値以上であ
るかどうかを判断し、以上であると、ピーク電力及びパワーアンプの飽和電力に基づいて
目標作動電圧を取得することを更に含む請求項２～４のいずれか１項に記載のパワーアン
プ電圧調整方法。
【請求項６】
　目標作動電圧を取得し、及び前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電圧
を高める又は低める前に、
　前記目標作動電圧に対応する飽和電力以下であるように、前記送信信号のピーク電力を
調整することを更に含む請求項２に記載のパワーアンプ電圧調整方法。
【請求項７】
　前記送信信号のピーク電力を調整するステップは、
　定格電力に対応する第１ピーククリッピング閾値、定格電力に対応する飽和電力、及び
前記目標作動電圧に対応する飽和電力に基づいて、パワーアンプの電圧調整後の第２ピー
ククリッピング閾値を算出することと、
　前記送信信号のピーククリッピング閾値を前記第２ピーククリッピング閾値に調整する
ことにより、前記送信信号のピーク電力を調整することと、を含む請求項６に記載のパワ
ーアンプ電圧調整方法。
【請求項８】
　前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電圧を高める又は低める前に、
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　前記パワーアンプのゲイン変化量を取得することと、
　無線周波数処理過程において前記送信信号に対して行ったゲイン補償の量を前記ゲイン
変化量に調整することと、を更に含む請求項２、３、６のいずれか１項に記載のパワーア
ンプ電圧調整方法。
【請求項９】
　前記パワーアンプのゲイン変化量を取得するステップは、
　前記目標作動電圧、予め設定された作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係
表に基づいて、前記パワーアンプのゲイン変化量を取得することを含み、
　前記予め設定された作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係表は、多周波数
点での作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係表を含み、
　前記目標作動電圧、予め設定された作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係
表に基づいて、前記パワーアンプのゲイン変化量を取得するステップは、
　送信信号の実際送信周波数点が前記対応関係表に存在しない場合、前記実際送信周波数
点が対応関係表におけるどの２つの周波数点の間にあるかを確定することと、
　前記２つの周波数点での対応するゲイン変化量に対して線形補間処理を行って、実際送
信周波数点での作動電圧とパワーアンプゲイン変化量との対応関係表を取得することと、
　前記目標作動電圧、前記実際送信周波数点での作動電圧とパワーアンプゲイン変化量と
の対応関係表に基づいて、前記パワーアンプのゲイン変化量を取得することと、を含む請
求項８に記載のパワーアンプ電圧調整方法。
【請求項１０】
　マルチモード基地局に適用されるパワーアンプ電圧調整装置であって、第１取得モジュ
ール、第２取得モジュール及び電圧調整モジュールを備え、
　前記第１取得モジュールは、送信信号の平均電力及びピーク対平均電力比を取得するよ
うに設定され、
　前記第２取得モジュールは、前記平均電力及びピーク対平均電力比に基づいて、前記送
信信号のピーク電力を取得するように設定され、
　前記電圧調整モジュールは、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づい
て、前記パワーアンプの作動電圧を調整するように設定されるパワーアンプ電圧調整装置
。
【請求項１１】
　前記電圧調整モジュールは、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最大電力よ
りも大きい場合、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワー
アンプの目標作動電圧を取得し、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電
圧を高め、
　前記ピーク電力が前記パワーアンプの現在作動電圧に対応する電力範囲内の最小電力よ
りも小さい場合、前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて前記パワー
アンプの目標作動電圧を取得し、前記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電
圧を低めるように設定される請求項１０に記載のパワーアンプ電圧調整装置。
【請求項１２】
　前記電圧調整モジュールが前記ピーク電力及び前記パワーアンプの飽和電力に基づいて
前記パワーアンプの目標作動電圧を取得することは、
　前記電圧調整モジュールが前記ピーク電力、予め設定されたパワーアンプ飽和電力と作
動電圧との対応関係表に基づいて、前記目標作動電圧を取得することを指す請求項１１に
記載のパワーアンプ電圧調整装置。
【請求項１３】
　電力調整モジュールを更に備え、
　前記電力調整モジュールは、前記電圧調整モジュールが目標作動電圧を取得し、及び前
記目標作動電圧に基づいて前記パワーアンプの作動電圧を高める前に、前記目標作動電圧
に対応する飽和電力以下であるように、前記送信信号のピーク電力を調整するように設定
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される請求項１１又は１２に記載のパワーアンプ電圧調整装置。
【請求項１４】
　ゲイン調整モジュールを更に備え、
　前記ゲイン調整モジュールは、前記電圧調整モジュールが前記目標作動電圧に基づいて
前記パワーアンプの作動電圧を高める又は低める前に、前記パワーアンプのゲイン変化量
を取得し、無線周波数処理過程において前記送信信号に対して行ったゲイン補償の量を前
記ゲイン変化量に調整するように設定され、
　前記ゲイン調整モジュールが前記パワーアンプのゲイン変化量を取得することは、
　前記ゲイン調整モジュールが、前記目標作動電圧、予め設定された作動電圧とパワーア
ンプゲイン変化量との対応関係表に基づいて、前記パワーアンプのゲイン変化量を取得す
ることを指す請求項１１又は１２に記載のパワーアンプ電圧調整装置。
【請求項１５】
　プログラム指令が記憶され、該プログラム指令が実行される場合、請求項１～９のいず
れか１項に記載の方法を実行できるコンピュータ読取可能な記憶媒体。
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